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中小 ・ 中堅企 業における若年者採用に関する研究

岩脇千裕 （労働政策研究 ・研修 機構）

1 ．問題 と背景

　 バ ブ ル 経済崩壊後の 平 成不 況 は 2002 年 に 底 へ

達 し、企 業 の 採 用 意欲は 上 昇傾 向 に転 じた。特 に

若者 に 対 す る 労働 需 要 は、「2007 年問題 」 の 影 響

も あ り急 上 昇 した。新 規 高 卒者 に 対す る 求人 倍率

（厚 生 労働省 「職 業 安 定業 務 統 計 」 各年 7 月 末 現

在 ） は、2003 年 の 1．27 倍 か ら 2008 年 の 1，89 倍

へ 、新 規 大 卒者 に 対 す る 求 人 倍 率 （リ クル ートワ
ー

ク ス 研 究 所 「大 卒 求 人 倍 率 調 査 」 各 年 3 月 卒 業 予

定 者 ） も、2000 年 の 0，99 倍 か ら 2009 年 の 2．14
倍 へ と拡 大 し た。し か し

一
方 で 、25〜34 歳 の 完 全

失 業 率 や フ リ
ー

タ
ー

数 は 15〜24 歳 と比 べ て そ れ

ほ ど低 下 し て い な い （厚 生 労 働 省 『平成 21 年版

労 働 経済白書』）。2000 年 代後 半 の 若 年 労働 力 に 対

す る需 要 の 高 ま り は 主 に 新規学 卒者 へ 向 け られ た

もの で あ り、か っ て の 不 況 期 に 学校 を 卒業 し た 若

者た ちに は向 け られ なか っ た 。

　 こ の 問 題の 背 景 に は、目本 企 業 の 採 用 慣 行 の 硬

直 性 が あ る 。 日 本 企 業の 採用 管理 は 、新卒 採 用 と

中 途採 用 と に分 か れ て い る （「既卒者採用 」 「第 二

新卒者採用 」は普 及 途 上 で あ る ）。新 卒採 用 で は 「手

垢 が つ い て い な い 」 こ と を、中 途 採 用 で は 職 務 の

経 験 や 遂 行 能 力 を 求 め ら れ る。中途 退 学 者 や 学 卒

無業者、非 正 規 雇 用 者 や 早 期 離 職 者 は、い ず れ の

採 用 区 分 に と っ て も中 途 半 端 な 「既 卒 者 」 と い う

カ テ ゴ リ に 振 り 分 け ら れ、新 卒 者 ほ ど若 く も「真 っ

白」 で もな く、即 戦 力 と な る ほ ど の 経 験 や 能 力 も

身 に つ い て い な い と し て 、募 集 対 象 か ら外 さ れ る。

　 し か し そ れ で も、正 規 の 仕 事 へ 移 行 す る 既卒者

は 存在 す る。彼 ・彼 女 ら を 採 用 し た 企 業 の 特 徴 を

解 明す る こ とは、若 年 者雇 用 の 安定 の た め に どの

よ うな企 業ヘ ア プ ロ ーチ す べ き な の か、採 用 企 業

を増や す に は なに を す べ き な の か 考 え る糸 口 に な

る だ ろ う。し か し企 業 を 対象 とする既 卒者採 用 の

研 究 は それ ほ ど多 くな い。労働政策研 究 ・研 修機

構 （以 下 「JILPT」） で は、第 二 新 卒者 の 採 用 実態

や （JILPT 　2005）、中 小 企 業 が 「既 卒 者 」 を 採

用 す る 際 の 条件 等 を （JILPT 　2008a ） 調 べ て い

る。非 正 社 員 を正 社 員 登 用 した企 業 の 特徴 を 調べ

た研究 も あ る （JILPT 　2008b ）。た だ し、前 二 つ

は 調 査 結果 の 単純集計 を報 告す る に 留 ま り、後 者

は若 年 層 に 的 を絞 っ た 研 究 で は な い 。ま た 、い ず

れ にお い て もマ ク ロ デ ータ の 分析 は な され て い な

い。そ こ で 本研 究 で は、政府 統 計 等 の マ ク ロ デー

タの 分析 と、JILPT （2008a ） に よ る調 査 の 再 分

析 に よ っ て 、以下 の 3 つ の 問題 を明 らか に した い 。

な お本 研 究 で は 「既卒者」 を 「学校卒 業後 、正 規

職 の 経 験 が な い 、ま た は 乏 し い 若 者 」と 定義す る、

無 業 者 ・非正 規 雇 用 者 に 限 定 し ない 理 由 は 、正 規

職 の 経 験 を もつ 早期 離 職 者 を含 め る た め で あ る。

問 題 1 ： どの よ うな企 業 が 既 卒者 に 対 す る （潜 在

　 　 　 　的 な〉 需 要 を も っ て い る か

問 題 2 ： それ らの 企 業 は 既 卒者 を、何 を 目 的 に 採

　 　 　 　用 して い る の か

問題 31 そ れ らの 企業 は既 卒 者 の 採 用 に際 して ど

　　　　の よ うな条件 を設 け て い るの か

2 ．分析方法と結果

　分析は 二 段 階で 行 う。分 析 1 で は 、政 府 統 計 等

の マ ク ロ デー
タ を 用 い て 問 題 1 を 明 ら か に す る。

分析 2 で は、労働 政 策 研 究 ・研 修 機 構 （2008a ）

に よ る 調 査 の 再 分 析 を 行 うこ とで 問 題 1〜3 を 明

ら か に す る。本 報 告 要 旨で は 分 析 1 の 結 果 に つ い

て 述 べ る。

○ 新規 学 卒者 に 対 す る 労 働 需 要

　 日本 企 業に お い て は 、若年労働 力 の 供 給 は 主 に

新 卒 者 採 用 に よ っ て 賄 わ れ て きた 。 しか し企 業属

性 に よ っ て 採用 力 は 異 な る。慢性 的 に 新 卒 者 が 不

足 す る 企 業 は 、既 卒者への 門戸 を 開 く可 能性 が 高

い と考 え られ る e そ こ で 、どの よ うな 企 業 が 新卒

者 の 採用 に 苦 労 し て い る の か 明 らか に す る た め、

企 業 属性 別 の 求 人 倍率 お よ び 求人 充足 率 を調 べ た。

　 まず リクル ートワ
ー

ク ス 研 究所 の 「大 卒求人倍

率 調 査 」 よ り、2010 年 3 月 卒 業者 に 対す る 求 人

倍率 をみ る と 、「1000 人 以上 」 の 企 業 が 0．55倍 で

あ る の に 対 し 「1000 人 未満」で は 3．63 倍 で あ る。

業 種 別 で は 「金 融 業 （O．21 倍 ）」 が 最小 で 「流 通

業 （4．66 倍）」 が 最大 で あ る。更 に 時 系 列 的 変化

を み る と 「1000 人 未 満 」の 企 業 で は 景 気 変動 に か

か わ らず 常 に 求 人 数 が 就 職 希 望 者 数 を 上 回 る。

　 次 に 新 規 高 卒 者 に つ い て 、厚 生 労 働 省 「職 業安
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定 業務 調 査 」 （各 年 7 月 末 現 在 の 状 況 ）か ら、2008

年 の 求 人 充 足 率 （就 職 者 数 ／ 求 人 数 ） を算 出す る

と、企 業 規 模 が 大 き い ほ ど 高 い く1000 人 以 上 ：

103 ．3％、5−29 人 ： 27．2％ ）。産 業 別 で は 「教 育、

学 習支 援業 （104，2％ ）」 「金 融 ・保 険 業 （96 ，7％ ）」

「電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・水 道 業 （86 ．8％ ）」 等 で 高

く、「建 設 業 （31 ．3％ ）」「そ の 他 サ
ー

ビ ス 業 （35，5％）、
「飲 食 店 ・宿 泊 業 （43 ．6％）」 等 で 低 い 。職 業 別 で

は 大 差 な い が 「専門 ・技術、管理 、事務 （54．7％）1

が 最 も高 く 「サ
ービ ス 業 （42，4％）」 が最 も低 い 。

更 に 時系 列的変化 をみ る と 「500 人 未満 」 の 企 業

で は 景 気 変 動 に 拘 わ らず 常 に 求 人 数 が 就 職 者 数 を

上 回 り、充 足 率 は 常に規 模 が 小 さ い ほ ど 小 さい。

　 以 上 を総 合 す る と、新規学卒者 に 対 す る 労働需

要 は 「中小 ・中堅 規模」 「建 設 業 ・サービ ス 業 ・流

通 業 」 「サ
ー

ビ ス 職 」 で 満 た され て い な い 。更 に 中

小 中 堅 企 業 は 不 況 下 で も新 規 学 卒 者 に 対 す る 高 い

需 要 を 持 つ こ と と、そ の 需 要 は 規 模 が 小 さい 企 業

ほ ど満 た され て い ない こ と が 分 か っ た。

表 1 一
般 労 働者 へ の 職歴 別 入 職者数

　 　 　 　 （2000年 15−24 歳 ）

500　T
−一一一一一一一一一一一一一一一一一一…一一一一……一一一一一一一一一一一一一一一一一一一’

ヰ8：9
『…酬

450400350

iil150
　

エ18
　 0

　 　 10DO 人 一300 −999 人 100−299人 30−99人　 5・29人

　　　表 2 一
般労 働 者 へ の職歴別入 職者数

　 　 　 　 　 　 　 （2007年 15−24歳 ）
50045040035030025020015010050

　 0

　 　 1000 人 一300 −999 人 100−299人 30−99人 　 5−29人

団 萩規 学 卒者 　□ 転職 入 職 者　■
一

般 未就業者 ｝

○ 既 卒者 は 新 規 学 卒 者 の 代 わ り に な り得 る か ？

　 中 小 ・中 堅 企 業 は 新 卒 者 で は 充 足 で き な い 労 働

需 要 を既 卒者で 補 っ て い る の だ ろ うか。厚生 労働

省 「雇用 動 向調査 」 を も と に、企 業 規 模 ご との 入

職 者 の 職 歴 をみ て い こ う。新 卒 者 採 用 と比 較 す る

た め、分 析 に は 15 ・24 歳 の
一

般 労働者 （パ
ー

トタ

イ ム 以 外 の 常用 労 働者）への 入 職 者数 を用 い る。

　集計 結 果 を表 1 と 2 に 示 した ， 2000 年 は 日 本

経 済 が ま だ低 迷 期 に あ っ た 年 で あ る。2007 年 は 景

気 回 復 期 に あた る。先述 の 新卒者 に 対す る 求人 数

の 増加 や 、一
般新規 求 人 倍率 の 伸 び （1999 年 ：

0．87、2007 年 ： 1，52 倍。厚 生 労 働 省 「職 業 安 定

業 務 統 計 」 よ り） か ら考 え て 、新規 学卒者 ・転職

者 と も に 、2007 年 の 方 が 労働需要 は 高 い は ず で あ

る。そ れ を ふ ま え て 分析結 果 を見 て い こ うD

　 各企 業 規 模 の 総 入 職 者 数 を 両 年 で 比 較 す る と、

「1000 人 以 上 」 「500−999 人 」 の 大 企 業 で は 2007

年 の 方 が 多 い が 、300 人 未 満 の 企 業 は 全 て 2007

年 の 方 が 少 な い 。次 に 入 職 者 の 職 歴 を 両 年 で 比 較

す る と、「1000 人 以 上 」 「300 ・999 人 」 の 大 企 業 で

は、新 卒者 も転職 入 職者 （入 職前 1年 間 に 就 業 経

験 の あ る 者）も 2007 年の 方 が 多 く、一
般 未 就 業

者 （新 規 学 卒者 以 外 で 入 職 前 1 年 間 に就 業経 験 の

な い 者 ） 数 は あ ま り変 わ ら な い 。「100・299 人 」

「5−29 人 」 で は全職歴 に つ い て 2007 年 の 方 が少

な い 。「30 ・99 人 」 で は 新卒者 は ほ ぼ 同数 で 転職入

職 者は 2007 年 の 方 が 少 な い 。そ し て 「
一

般 未 就

職 者 1 は 「5・29 人 」 で の み 2007 年 の 方 が多 い 。

　 こ れ ら の 結 果 は 以 下 の 5 点 を 示 唆 す る。  景気

後 退 期 に は 大 企 業 （300 人 以 上 ） が 採 用 を 手 控 え

た た め 中小 中堅 企 業 （300 人 未 満 ） は 新 卒者 と 転

職 者 を 獲 得 で き た 。  景 気 回 復 期 に は 採 用 意 欲 を

増 した 大 企 業へ新 卒者 も転 職 者 も集 ま るた め 、中

小 中 堅 企 業 の 労 働 需 要 は 未 充 足 に な る。  か と

い っ て 、中小 ・中 堅 企 業 は
一

般 未 就 業 者 に よ っ て

労 働 需 要 を満 た す こ と は し ない 。  唯
一「5・29 人 」

規模 の 企 業 だ け が
一

般 未就 業者 を 受 け容 れ て い る。

3 ，分析 2 へ 向け て

　今後、企 業 に 対 し既 卒 者 の 採 用 を促 す 政 策 を進

め て い くた め に は、  不 況 下 で も若 年 労 働力 に 対

す る需 要 が あ る 中小 ・中堅 企 業や 流 通 業 ・サービ

ス 業 な どに 焦 点 を 絞 り、  既 卒 者 が 新 卒 者 や 転 職

者 の 代 わ り に な り うる こ と を納得 させ る こ とが 必

要 だ ろ う。そ の た め に は 、既 に 就業経験 に ブ ラ ン

ク の あ る 若 者 を 受け 容 れ て い る 企 業 が、どの よ う

な 目 的 で 、何 を 条 件 に 彼 ・彼 女 らを受 け容 れ て い

る の か を 明 らか に す る 必 要 が あ る。

　 報 告 当 日 に は 、上 記 の 問 題 意 識 に 基づ い て 行 っ

た 分 析 2 （JILPT （2008a ） の 再 分 析 ） の 結 果 を

報 告 す る。
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